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１．本研究の目的と概要 

我が国の国内航空輸送は欧米と比較して使用機材

が大きい特徴があったが、近年航空各社は、リージ

ョナルジェットと言われる乗客100人以下の機材の

導入を進めている。一方、ローコストキャリア（LCC）

と呼ばれる低価格を売りにする新規航空会社が欧米、

東南アジアで急速に業績を拡大しており、平成24年

には、我が国においても、本格的LCC3社が相次いで

就航を開始した。本研究は、このような航空輸送を 

取り巻く状況を踏まえ、機材のダウンサイジングと

低価格化により、新規の国内航空路線の成立可能性

について検討を行ったものである。 

２．国内航空会社のコスト分析  

 国内航空会社のコストについて、使用機材が1機種

で、かつIR資料としてコストを詳細に公開している

某航空会社の資料をもとに、運航距離に対応する1

便当たりのコストを算出した。また、1座席1キロ当

たりのユニットコスト等の比較から、小型機材を運

航する場合のコスト水準を試算し、その結果を図１

に示す。 

              

図１ 運航距離（キロ）と運航コスト（円）の推定 

３．需要の分析と新規路線成立可能性の検討 

路線成立可能性の前提となる需要分析は、国総研

が開発した需要予測モデルを使用し、人口、経済等

の基礎データは2011年の指標を用いて、検討対象路

線45路線について、最も理想的な条件として利用し

やすい時間の1日2便として試算を行った。また、運

賃水準は、小型機材については、概ね現行どおり、

LCCについては現行の7割として需要を試算した。こ

の想定需要に対して、座席使用率（LF）と想定運賃

収入を試算し、コストと比較して収支の試算を行っ

た。その結果を図２に示す。また、検討の結果、路

線成立可能性のある路線を表１に示す。 

図２ LFと収支の関係（小型機運航の場合） 

表１ 路線成立可能性のある路線 

４．今後の課題 

航空業界を巡る状況変化は非常に早く、本格的

LCC3社は今回の想定よりも実際は低廉な運賃を提示

している。LCC各社は機材の拡張を予定しており、今

後とも、状況のフォローが必要と思料される。 

【参考】 

1) 国総研資料 No.698  

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0698.htm   
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１．はじめに 

アジア経済とのつながりが深まり、高速かつ効率

的な輸送が求められているなか、国際フェリー・

RORO船による輸送へのニーズが高まっており、国

際フェリー・RORO船による輸送動向の把握及び将

来予測などに資する分析が必要になっている。 

このような背景を踏まえ、国際フェリー・RORO

船輸送の船舶や輸送貨物に関する特性分析を行った。

ここではその分析結果の一部を報告する。 

２．国際フェリー・RORO船諸元の分析 

船社HPやMDS社、Lloyd’s社等による諸元データ

を基に、日本、韓国、中国等の東アジア地域に就航

する国際フェリー及び国際RORO船と、欧米等の東

アジア地域以外に就航する国際フェリー及び国際

RORO船の船長、船幅、満載喫水などの諸元を比較・

分析した。その分析例として、縦軸を船長、横軸を

国際総トンとしてデータをプロットし、地域別船種

別に示したものが図１である。 
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図１ 地域別の国際フェリー・RORO船諸元の比較 

東アジア地域に就航するフェリー・RORO船は、

国際総トンは最大3万GT程度、船長は最大200m程度

となっている。一方、東アジア地域以外に就航する

フェリー・RORO船は、国際総トンが3万GT以上、

船長200m以上の船舶が多く存在しており、東アジア

地域以外には東アジア地域に就航する国際フェリ

ー・RORO船より更に大型の船舶が就航している。 

３．国際フェリー・RORO船貨物の背後圏の分析 

平成20年全国輸出入コンテナ貨物流動調査データ

を基に、国際フェリー・RORO船貨物の背後圏をコ

ンテナ船による貨物の背後圏と比較・分析した。分

析例として、フェリー、RORO船、コンテナ船の定

期航路が開設されている博多港を対象に、博多港利

用の輸入貨物の貨物量総計に対する各地方の割合を

船種別に示したものが表１である。また、博多港利

用のRORO船貨物量総計に対する207生活圏別の割

合を地図上に示したものが図２である。 

表１ 博多港利用の輸入貨物の背後圏(消費地) 

関東 中部 近畿 九州 その他 総計
ﾌｪﾘｰ 0.9% 7.4% 0.3% 87.1% 4.2% 100% 32312
RORO船 47.7% 18.3% 13.4% 15.5% 5.1% 100% 10571
ｺﾝﾃﾅ船 0.7% 0.1% 1.7% 95.7% 1.8% 100% 97596

貨物量計
（ﾌﾚｰﾄﾄﾝ）

貨物量計に対する各地方の割合
博多港

 

 

図２ 博多港RORO船貨物の背後圏分布(消費地) 

博多港利用のフェリー・コンテナ船貨物の各地方

の割合をみると、九州が80％以上であるのに対して、

RORO船貨物は、九州が15％程度、関東が約50％と

博多港利用のRORO船貨物はフェリー・コンテナ船

貨物より背後圏が広くなっている。 
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